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多様化する生協労働をどうとらえるか

■□ 報告Ⅰ

70 歳までの定年延長と
同一労働同一賃金

　　　　　　島崎 安史（エフコープ生活協同組合常勤理事）

　今日の報告内容ですが、まず組織概要を
簡単にお話ししたうえで、取り組みの基本
姿勢をお話しします。これは、具体的な取
り組み内容につながりますので、重要な部
分かと思います。その後、具体的な内容と
して、雇用形態、賃金制度、福利厚生制度
についてお話しした後、制度改定の経緯、
取り組みの結果と到達点、今後に向けて…
という流れでご報告させていただきたいと
思います。
　不十分なところというか、つっこみどこ
ろ満載の取り組みでもありますので、後ほ
ど、ご意見等もいただきながら、論議を深
める一助になればと思っています。

エフコープの組織概要と基本理念
　まず組織概要です。供給高は 528 億円、
そのうち宅配が431億円、店舗が96億円で、
宅配が８割を占めています。経常剰余金は
9.8 億円で、剰余率は約２％です。宅配支
所は 17 支所、店舗は 15 店舗、介護サービ
スは９施設で、それ以外にもいろいろな事
業をエフコープと子会社７社で行っています。
　エフコープも、全国の生協にならって、
単協だけでなく事業連合をつくって運営し
ており、コープ九州事業連合を８つの会員
生協と連帯して行っています。
　事業連合では、機能の再編・再配置を進
めています。その機能は、全国で持つべき

か、九州で持つべきか、県単位で持つべき
か、あるいはもっと小さい単位で持つべき
かなどさまざまな角度から検討を進めてい
ます。人事制度もその一環として捉えてい
ます。
　
　基本姿勢については、以下のエフコープ
の基本理念が、これからご紹介する取り組
みのベースになっています。
　エフコープの基本理念は「ともに生き　
ともにつくる　くらしと地域」です。「と
もに生きる」は、「一人ひとりには、年齢、
性別、置かれている立場、環境、価値観など、
さまざまな違いがあります。それらをお互
いに認め合い、助け合って生きていくこと
を大切にします。また、消費者や自国の利
益のみを追求するのではなく、生産者、メー
カー、行政、他国の人々とも協力し合い、
全地球的に人々が共生できる社会づくりを
進めます」との解説を加えています。人事
労務政策においても私たちは、エフコープ
の職員のことだけを考えるのではなく、労
働者全体、もしくは社会全体を考えて、取
り組んでいこうというのが基本姿勢です。
　「ともにつくる」は、「組合員、職員、そ
して生産者、メーカー、行政、他国の人々
など、すべての人々が主体となる真の協同
を行動の基本におきます。一人ひとりの人
間としての尊厳を大切にすると同時に、他
人まかせにするのではなく、自らの行動に
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責任を持ちます。それらの協同行動を通じ
て、高め合いながら、持続可能で安心して
暮らせる社会づくりを進めます」との解説
を加えています。私たちは、職員を含むす
べての人が主体となることを重視していま
す。
　一人ひとりの尊厳を大切にするというの
は、言うはたやすく、実際に行うのは非常
に難しいことですが、人事・労務の諸政策
を検討する際にも重視しています。
　それと同時に、「誰かがやってくれる」
という他人まかせの姿勢ではなく、微力か
もしれないけれども自らその一翼を担うと
いう姿勢で、取り組みを進めています。

「職員・経営・社会」三方よしへの転換
　エフコープは 2000 年前後に厳しい状況
を経験しています。損益構造で赤字になり
まして、その時期に事業を行っていく上で
の基本姿勢を「売る立場から買う立場へ」
と転換しました。消費生活協同組合なので、
本当は「買う立場」で事業を行うのが当然
なのでしょうが、当時の状況は組合員に対
して「買ってください」というメッセージ
がけっこう強く出ていたように思います。
　赤字状況のなかで転換することについて
は、組織内でもかなり論議がありましたが、
「くらしづくり改革」の名のもとに、取り
組みを進めていきました。事業の組み立て
や、私たち役職員の仕事の仕方についても、
大きな転換点だったと思います。　
　人事労務政策においても同じ時期に、「労
使関係から三方よしの関係へ」と転換しま
した。「三方よし」は、近江商人の「売り
手よし、買い手よし、世間よし」の「三方
よし」にならっています。「職員にとって、
経営にとって、社会にとって」という意味
で使っています。

　労使関係は、一般的には「職員にとっ
て、経営にとって」の２者の関係を示すも
のです。「社会にとって」については、まっ
たく考えていなかったわけではありません
が、自分たちのアクションに付随して考え
ているような状況でした。そうではなくて、
これからの社会をよくするために、われわ
れ職員や経営はどうあるべきかという立場
で、いろいろな政策や制度を考えていく姿
勢に転換しました。
　これはかなり大きな転換だったと思いま
す。職員・経営・社会のバランスをとりな
がら進めるという意味ではなく、そのど真
ん中で政策や制度をつくり実践していくこ
とを重視しています。
　
　いまの社会は、高度経済成長期の雇用シ
ステムが土台になっており、60 ～ 70 年代
につくりあげられました。終身雇用・年功
序列・企業別組合での雇用システムは、あ
る種の安定性はありましたが、これを支え
ていたのは「男性は仕事、女性は家事・育
児」という性別役割分担社会でした。
　これに対して、社会の成熟化とグローバ
ル化が進むなかで「このような社会システ
ムはおかしい」という機運が高まり、規制
緩和や規制強化などにより、それまでの雇
用システムがシャッフルされて次の雇用シ
ステムを模索している状況にあると認識し
ています。
　現在の雇用システムは、中間層の崩壊、
格差の拡大、不安定化という状態に陥って
います。これは日本だけの状況ではなく、
世界中で起こっている状況ですので、一概
には言えませんが、ひとつ考えなければい
けないのは、いまのこの状況に対して、協
同組合として何もしなくていいのかという
ことです。
　協同組合として、やはりこの問題は避け
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て通ることはできないだろうとの考えか
ら、生協職員の処遇のみを考えるのではな
く、労働者全体、社会全体を視野に入れて
改善をしていくことを、真正面に位置づけ
て取り組むことにしました。自分たちのあ
りたい姿を描いて、そこから逆算して取り
組んでいく考えで、いま進めているところ
です。
　本日ご報告させていただくテーマであ
る、70 歳定年や同一労働同一賃金もその
ありたい姿の中の一部です。

　
エフコープの雇用形態・賃金制度の特徴
　これから、私たちが具体的にどのような
労務政策をとっているのか、特徴的なこと
をお話しさせていただきます。

　まず雇用形態ですが、エフコープには約
2800 人のスタッフがいます。そのうちフ
ルタイムスタッフ、福祉事業専門スタッフ、
定時スタッフについては、１つの賃金制度・
評価制度・福利厚生制度で一体的に運用し
ています。
　また、アルバイターは、エフコープでは
個別契約にしており不安定になりがちです
ので、学生、３カ月以内、週 15 時間未満
と限定し、対象者の範囲をできるだけ狭め
ています。１日３時間で週５日勤務するス
タッフは週 15 時間になりますので、定時
スタッフ（パートタイマー）となり、同一

賃金制度の雇用形態に組み入れるようにし
ています。このようにすることで、不安定
な雇用形態にあるスタッフを、できるだけ
絞るようにしています。
　上下関係については、店長と主任など、
役割上の上下関係はありますし、業務指示
や責任を明確にするためにも必要ですが、
雇用形態上の上下関係はつくっていませ
ん。いわゆる正規職員が上で、パート職員
が下という考え方は採っていません。
　また、「さんづけ」の呼称を徹底し、雇
用形態の呼称についても、正規・非正規と
いう言い方ではなく、時間の長短を表すフ
ルタイムスタッフ・定時スタッフと称して
います。
　また、労働組合と協議して、管理職とア
ルバイターを除く全スタッフが労組に加入
するユニオンシップ制を採っています。
　これらは、できるだけ一体的に運用する
ためです。分けた運営は対立構図を生み出
すリスクを合わせ持っているため、可能な
かぎり一体的に運営していくようにしてい
ます。賃金制度・評価制度等をそろえてい
るのは、そういう理由もあります。
　共済会・互助会は、以前は正規職員とパー
トタイマーが別々に互助会をつくっていま
したが、これもみんなで話し合い、いまは
単一の互助会になっています。
　
　雇用形態の選択・活用の仕方については、
業態ごとに最適な雇用形態を選択し、それ
がなければ開発する、というスタンスで
やってきています。三方よしの考え方を採
りながら、経済性のみを考えて選択するわ
けではありませんし、労働者のことだけを
考えて選択するわけではありませんし、社
会全体のことのみを考えて…ということで
もありません。協同組合として三方よしの
ど真ん中で事業を行っていく際、どんな考
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え方で、どんな展望を持って事業を進める
のか、それに合った雇用形態は何か、とい
うことです。最適な雇用形態がなければ、
開発するというスタンスです。
　エフコープは、班配達から個別配達に移
行する際に、地区担当業務を業務委託をす
るかどうかが選択肢としてありましたが、
この考え方に基づいて直雇用のフルタイム
スタッフで行う判断をしました。
　
　また、雇用形態の選択にあたっては同一
職務・単一雇用形態を基本としています。
同一労働同一賃金は、複数の雇用形態で同
じ仕事をしていれば同じ賃金を払うという
考え方で、同一職務・単一雇用形態は、１
つの仕事には１つの雇用形態しか当てない
という考え方なので、方針としては矛盾す
るかもしれませんが、マネジメント上の複
雑さを避けるためにそのような運営を行っ
ています。

　具体的には、地区担当の配達業務は、赤
字構造になっていた 2002 年当時、正規職
員、エリアスタッフ、コープスタッフ、アッ
プルメイトという４つの雇用形態で行って
いました。エリアスタッフは地域限定・職
務限定の雇用形態で、コープスタッフは
パートタイマー、アップルメイトは自家用
車で配達していただく雇用形態です。
　これをひとつの雇用形態に収斂させて、

現在は基本的に直接雇用のフルタイムス
タッフが担っています。定時スタッフの宅
配担当者は、現在６名で、新規採用は行っ
ていません。
　
　賃金制度については、いまの社会情勢等
を考えれば、70 歳くらいまでは働き続け
られる制度が必要と思っています。また、
それを受け入れる側としては 70 歳ぐらい
まで雇用し続けられる制度が必要だと思っ
ています。この２つの条件が成り立つ状況
をつくりあげる必要があると考えました。

　同一労働同一賃金は、同一労働に対する
同一賃金なので、基本的には職務給のみで
構成されますが、エフコープの場合、59
歳までは職能給との組み合わせで構成しま
した。その理由は、欧米諸国と日本では社
会慣行等が違うからです。労働組合の編成
の仕方も違うので、仕組みだけ真似ても、
労働者にとっては非常に厳しくなることか
ら、個人に属した職能給を組み合わせるこ
とにしています。
　一方、60 歳以降については、短時間の
勤務制度等が重要になり、状況も人それぞ
れ変わってくるので、そこを整備すること
が重要だと考えています。したがって、60
歳以降については、すべてのスタッフは短
時間勤務の定時スタッフに移行できること
にしており、週 15 時間以上の勤務（１日

報告Ⅰ
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３時間×５日、１日５時間×３日等）が選
択できるようにしています。
　60 歳以降は、職務給のみで、基本的に
は仕事＝賃金という関係性を保っているの
で、経営的な負担も大きくなりません。ア
ウトプットに対応した内容で賃金を払うと
いうことです。働く側も、生協を辞めて他
社で働くよりも生協で働いたほうがいい。
生協の側も、若いスタッフも含めて、よそ
から新規採用するよりも、長年勤めて、生
協のことをよく知っている方に勤めていた
だいたほうがいい。そういう内容での条件
設定でやっています。
　以上が基本フレームです。

職務給と職能給の併用
　職務給の組み立て方ですが、11 区分に
基づく職務評価を行います。結果責任・作
業条件等の 11 の項目で、５段階評価を行
い、その総得点を出して、ランキングします。
　職務評価のものさしについては、雇用形
態に関わらず、同じです。同じランキング
の職務等級の仕事については、月給・時給
の違いはありますが、時間単価は同じです。
　職能給も、基本的には同じです。職能給
は、人事考課によって、その人の能力を測
りますが、その評価基準は雇用形態に関わ
らず同じで、その職能ランクに応じて職能
給が支払われます。月給・時給の違いはあっ
ても、時間単価は同じです。

　これをまとめると、評価する対象は、ス
タッフの能力の高さと行う仕事の大きさで
す。それを測るものさしは、雇用形態に関
わらず、みんな同じです。測った結果、同
じランクであれば、月給・時給の違いはあ
りますが、単価は同じです。

　これを具体的な例でお話ししますと、59
歳以下の地区担当のフルタイムスタッフ
の月給は、職務給と職能給の組み合わせ
で、職務給は 122,400 円です。号俸表では、
地区担当の職務給は全員、Ⅱ等級３です。
職能給は、最も低いのが１ランク１号で、
43,100 円です。この２つの合計ですので、
地区担当の場合は 165,500 円になります。
時間換算額は 1,009 円で、決して高い金額
ではありません。
　これが最も低い金額になりますが、職能
給は能力の差によって賃金が違ってきます。
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たとえば４年制大学新卒採用者の場合は、
職能給は３ランク１号からスタートしま
す。その場合、職能給は 63,500 円になり
ますので、それに 122,400 円の職務給を加
え、さらに３ランク以上については県下全
域に異動を命じられるリスクを背負ってい
るため、異動給30,000円をプラスしていま
す。その結果、初任給は215,900円になります。

　もうひとつは地区担当の 59 歳以下の定
時スタッフの場合です。職務給の時間単価
はⅡ等級３で 780 円、職能給は１ランク１
号であれば 274 円ですから、合計 1,054 円
になります。先ほどのフルタイムスタッフ
の 1,009 円に対して、定時スタッフは 1,054
円ですから、ほぼ同じ金額です。同じ仕事
をしているのであれば同じ賃金というの
は、こういうかたちで運用しています。
　
　60 歳以上のスタッフの場合、職務給
のみですから、Ⅱ等級３は職能給と職務
給を合算したぐらいの金額で設定して、
199,600 円になります。
　
　異動の範囲と処遇格差については、フル
タイムスタッフの賃金を 100 とすると、定
時スタッフは 105 になりますが、賞与と退
職金はフルタイムスタッフと定時スタッフ
で違います。そこを加味すると、フルタイ

ムスタッフ 100 に対して、定時スタッフは
77 になります。
　この雇用形態ごとの賃金格差はどこにそ
の根拠があるのかというと、エフコープで
は異動の範囲の違いで整理しています。異
動の範囲が、フルタイムスタッフの場合は
県内全域であるのに対して、定時スタッフ
は同一事業所に限定されています。異動職
務も、フルタイムスタッフは全職務ですが、
定時スタッフは限定された職務です。その
負荷が違うということを根拠に、この差を
設けています。この妥当性については、い
ろいろ論議のあるところだろうと思います。
　
　福利厚生制度については、基本的に同一
制度で整理しています。ただ、同一にする
と矛盾があるものについては、差をつけて
います。たとえば永年勤続表彰は、10 年、
20 年、30 年の節目に連続休暇と表彰金を
付与する制度で、連続休暇の日数について
は同一にしていますが、表彰金については
２：１にしています。永年勤続に対する表
彰ということから考えると、週 15 時間の
スタッフと週 40 時間以上のスタッフを同
じ金額にするのは理に合わないからです。
　したがって、差が必要なものは差をつけ
ますが、差をつける必要がないものについ
ては差をつけません。配偶者出産休暇と子
育て支援手当は、制度そのものは珍しくあ
りませんが、パートタイマーも含めて制度
適用しているのは特徴的ではないかと思い
ます。

正規とパートタイマーの制度統一
　エフコープは、昔から制度を統一してい
たわけではなくて、以前はバラバラでした。
正規職員とパートタイマーは、それぞれで
組み立てがされているから、そろっている

報告Ⅰ
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はずがなかったのですが、これを 15 年程
かけてそろえてきました。

　制度統一する際、心がけてきたことが２
つあります。１つは、個別ではなく、総合
的に改善提案するということです。なかに
は後退するものもあります。すべてを上に
合わせることができたら、それに越したこ
とはありませんが、それは原資がかかるの
で、結局、できないということになります。
「その原資ができるまで努力します」とい
うのは、ほとんど「やらない」と言ってい
るに等しいと思っており、デコボコはあっ
てもトータルではプラスになることを重視
して取り組んできました。それと、意義
や目的に納得性があることを明確にして、
トータルで提案してきました。
　部分的な改定を積み重ねていくより総合
的に改善提案した方が、理解は得られやす
く、難易度は、下がると思っています。し
たがってできる限り、総合的に提案するこ
とを心がけてきました。
　２つめは、激減緩和等の対応を検討する
ということです。調整給・調整手当や調整
期間などの対応をして、スタッフの理解を
求めながら、統一してきました。
　
　制度改定の経緯については、2002 年ま
では「正規職員」という雇用形態の名称で、
年齢給、勤続給、住宅手当、家族手当など、

けっこうスタンダードな制度でした。これ
を段階的に改定して、現在のかたち（基本
給は職務給＋職能給＋県内異動給＋調整
給、手当は役付手当＋管理職手当）になっ
ています。一方、パートタイマーのほうは、
評価なしの一律賃金で、毎年の交渉で賃上
げを行うので、実質的には勤続給化してい
ましたが、それを統一してきました。
　
　いろいろな制度改定を段階的におこなっ
てきましたが、とくに 2008 年に経営スタッ
フと専門スタッフの制度統合が経営に与え
たインパクトは、かなり大きかったと思っ
ています。スタッフのみなさんにはそのつ
どご苦労をおかけしていますが、このとき
の経営へのインパクトはかなりありました。
　専門スタッフは地域限定型の雇用形態
ですが、そこと正規職員の制度の合体を
2008 年におこなったわけです。現在は、
フルタイムスタッフ、福祉事業専門スタッ
フ、定時スタッフということで、１つの制
度で運用しています。
　
　専門スタッフと経営スタッフの制度の統
合において、専門スタッフは有期契約だっ
たのを無期契約にしました。経営スタッフ
からフルタイムスタッフに改定する際は、
賃金制度を年齢給から職務給に変更しまし
た。ここは、スタッフのみなさんにはかな
り負担をかけた点だと思います。
　年齢給と職務給は、まったく性格の違う
賃金制度なので、この変更にはいろいろな
葛藤もあったかと思います。なお、この制
度改定をするとき、労働組合は投票をおこ
なっています。専門スタッフの大半の方は
賛同されたと思いますが、当時の経営ス
タッフにはいろいろと複雑な気持ちがあっ
たと思います。最終的には９割近い賛成を
得て、実施することになりました。
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　もうひとつ私たちが重要だと思っている
ことは、実力主義の処遇です。制度統合
時、専門スタッフは横スライドしただけで
すが、大事なのはその後です。「実力主義」
というと、人によっては耳障りな印象があ
るかもしれませんが、これからの社会にお
いては、非常に重要だと思っているところ
です。いわゆる非正規職員が、きちんと実
力が評価されて処遇されるというあり方を
社会的に浸透させていくことについては、
非常に意味のある中身だと思っています。
　エフコープの賃金は、職務給と職能給で
組み立てられています。職務給は、最短で
１年で昇格するようにしています。大学新
卒は３ランク１号でスタートし、大学中退
は２ランク１号でスタートてし、それ以外
は１ランク１号でスタートすることになっ
ていますが、他社で職務経験のある方につ
いては、力を持っているので、力が正しく
評価されるのであれば、当然、上がってい
きます。
　それに加えて、人事異動があって、これ
は職務給と連動しています。これについて
は、新卒採用者も中途採用者も差をつけて
おらず、仕事と賃金が連動しています。こ
こをきちんと機能させることが大事だと
思っています。
　
　雇用形態間の移行制度については、フル
タイムスタッフと福祉事業専門スタッフは
月給、定時スタッフは時給になっています。
評価制度も賃金制度も福利厚生制度も、基
本的にそろっているので、雇用形態間の移
行がスムーズに行えます。
　フルタイムスタッフの方は、定時スタッ
フに移行し、必要に応じて短時間勤務を選
択することができます。定時スタッフも、
３ランク以上という限定がありますが、フ
ルタイムスタッフに移行できるよう制度化

をしています。
　また、60 歳以上のフルタイムスタッフ
と福祉事業専門スタッフについては、希望
すれば全員が定時スタッフに移行できま
す。これは、とくに 60 歳以上に対しては
必要な条件整備と考えています。

「同一労働同一賃金」実施の成果
　取り組みの結果・到達点については、い
くつかの節目で改定をおこなっています
が、経営に最もインパクトがあったのは
2008 年の、経営スタッフと専門スタッフ
の統合です。2007 年までの状況は、非常
に厳しい、深刻な状況でした。体制問題に
しても、常時欠員で、入れ代わりも激しく、
休みもとれない状況でしたし、運営上も組
合員さんからいろいろお叱りを受けるとい
うような、けっこう厳しい状況がありまし
た。また、採用もなかなかおぼつかない状
況で、年齢構成上も非常に深刻な状況でした。
　しかし、2008 年の制度統合を経て、宅
配利用者の満足度は右肩上がりで変化して
きました。フルタイムスタッフの意識も、
生協労連の生活実感アンケートによると、
この５年間ぐらいで「展望がなく、辞めた
い」という職員がが減り、「展望があり、
働き続けたい」という職員が増えて、改善
が図られてきています。（図１）

　職場運営の安定化と効率化という点にお
いては、フルタイムスタッフの退職者数を
見ると、制度統合前の 2006 年は、約 500
人の地区担当のうち 148 人が退職してい
ました。全職員は約 1000 人で、そのうち
500 人が地区担当ですから、全職員からす
ると 148 人というのは 15.1％ですが、500
人に対しては約 30％に上るというような
状況だったわけです。

報告Ⅰ
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多様化する生協労働をどうとらえるか

　それが 2016 年度になると、退職者は 47
人と、約３分の１に減っていますし、労災
発生件数も半減しました。車両事故件数も、
（夕食宅配等で車両は大きく増えています
が）大幅に減っています。
　
　スタッフの年齢構成は、2007 年当時は
非常にいびつな構成になっていましたが、
制度改定後は改善していますので、人数的
には一定のめどがついたと思っているとこ
ろです。（図２）

　その改善により、本部勤務者と役付・管
理職についても、計画的な世代継承が進ん
でいます。
　ただ、かなり意図的・計画的に若年層に
継承している関係からベテランの本部勤務
者や役付・管理者については現場の第一線
で頑張っていただく人事異動を同時に行っ
ていることでもあります。本部勤務者、役
付・管理職についても、20 ～ 30 年後を見
据えて、次の世代に迷惑をかけないよう計
画的に人事異動を行っています。
　厳しい側面もありますが、これも、2008
年に制度統合をして、一定の採用ができる
ようになったからこそ可能になったことで
す。
　
　一般的に、同一労働同一賃金は、正規職
員の賃金を下げて、非正規職員の賃金を上
げることによって成し遂げるのだと思われ
がちですが、私たちは、かならずしもそう
ではないということを証明するためにやっ
ている面もあります。
　たとえばフルタイムスタッフの年収
は、制度統合後の 2009 年を 100 とすると、
2016 年度は 110 と、年収ベースで 10％引
き上げました。これができたのは生産性の
向上があってのことです。経常剰余金は、

４年前までは、３億円前後でしたが、最近
は 10 億円程度を出せるようになりました。
改善があれば、それに見合った内容で職員
にしっかり還元する、というスタンスを
採っています。（図３）
　
　エフコープはいま、今後に向けて、人事
制度も含めた機能の再編を進めています。
エフコープ内のフルタイムスタッフ・福祉
事業専門スタッフ・定時スタッフについて
は昨年 10 月にほぼかたちができています
が、子会社７社はまだバラバラです。子会
社については、早ければ来年に制度統一す
る方向で準備を進めています。
　コープ九州事業連合の内局については、
正規職員の出向者やパートタイマーも含め
て、今年４月にそろえました。
　このように全体を俯瞰し、必要なものに
ついてはそろえるという方向で改定を進め
ています。
　
　これに加えて、日本の新たな雇用モデル
の提案・実践を意図して、生協内で進める
だけでなく、社会に対して発信していま
す。「これからの雇用システムはどうあるべ
きか」これを提案するとともに実践し、「三
方よし」による人事労務政策が可能だとい
うことを証明していきたいと考えています。
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（図１）

（図３）

（図２）


